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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カーテシアンループを用いた無線送信装置において、
　送信すべき入力Ｉ／Ｑ信号と帰還Ｉ／Ｑ信号とを合成して合成Ｉ／Ｑ信号を生成する合
成器と；
　前記合成Ｉ／Ｑ信号を直交変調して直交変調信号を生成する直交変調器と；
　前記直交変調信号を増幅して送信ＲＦ信号を出力する電力増幅器と；
　前記送信ＲＦ信号から分岐されたフィードバックＲＦ信号に対しローカル信号を用いて
直交復調を行って前記帰還Ｉ／Ｑ信号を生成する直交復調器と；
　前記合成器への前記帰還Ｉ／Ｑ信号の入力をオン／オフするためのスイッチと；
　前記送信ＲＦ信号の少なくとも一つの電力を設定可能な電力設定部と；
　前記スイッチがオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／Ｑ信号との間の振幅
差を検出して振幅差検出信号を生成する振幅差検出器と；
　前記スイッチがオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／Ｑ信号との間の位相
差を検出して位相差検出信号を生成する位相差検出器と；
　前記位相差検出信号を前記信号振幅で規格化して規格化位相差信号を生成するために、
前記入力Ｉ／Ｑ信号及び前記帰還Ｉ／Ｑ信号のいずれかの信号振幅が基準値より大きい期
間は前記位相差検出信号の現在の値を用いて前記規格化を行い、前記信号振幅が前記基準
値より小さくなると前記位相差検出信号の前記信号振幅が前記基準値より小さくなる前の
値を用いて前記規格化を行う規格化器と；



(2) JP 5106442 B2 2012.12.26

10

20

30

40

50

　前記振幅差検出信号及び前記規格化位相差信号を受け、前記スイッチがオフの期間に、
前記電力が設定された状態の下で前記振幅差を最小化する振幅制御信号及び前記位相差を
最小化する位相制御信号を生成する制御信号生成器と；
　前記振幅制御信号及び前記位相制御信号を記憶するメモリと；
　前記スイッチがオンの期間に、前記メモリに記憶されている振幅制御信号に従って前記
フィードバックＲＦ信号の振幅を調整する振幅調整器と；
　前記スイッチがオンの期間に、前記メモリに記憶されている位相制御信号に従って前記
ローカル信号の位相を調整する位相調整器；及び
　前記カーテシアンループに対して、前記スイッチがオフのとき第１のループ利得を設定
し、前記スイッチがオフからオンに転じたとき前記第１のループ利得より高い第２のルー
プ利得を設定する利得設定部を具備する無線送信装置。
【請求項２】
　前記規格化器は、前記位相差検出信号を前記信号振幅で除して除算信号を生成する除算
器と、前記信号振幅と前記基準値とを比較して比較結果信号を得る比較器と、前記比較結
果信号により制御され、（ａ）前記信号振幅が前記基準値より大きい期間は前記位相差検
出信号の現在の値に対応する除算信号を前記規格化位相差信号として出力し、（ｂ）前記
信号振幅が前記基準値より小さくなると前記除算信号をサンプルホールドして前記規格化
位相差信号を出力するサンプルホールド回路とを含む請求項１記載の無線送信装置。
【請求項３】
　前記規格化器は、前記信号振幅と前記基準値とを比較して比較結果信号を得る比較器と
、前記比較結果信号により制御され、（ａ）前記信号振幅が前記基準値より大きい期間は
前記位相差検出信号の現在の値を前記規格化位相差信号として出力し、（ｂ）前記信号振
幅が前記基準値より小さくなると前記位相差検出信号をサンプルホールドして前記規格化
位相差信号を出力するサンプルホールド回路とを含む請求項１記載の無線送信装置。
【請求項４】
　前記規格化器は、前記信号振幅を第１の基準値と比較して第１の比較結果信号を得る第
１の比較器と、前記信号振幅を前記第１の基準値より大きい第２の基準値と比較して第２
の比較結果信号を得る第２の比較器と、前記第１の比較結果信号及び前記第２の比較結果
信号により制御され、（ａ）前記信号振幅が前記第１の基準値より大きくかつ前記第２の
基準値より小さい期間は前記位相差検出信号の現在の値を前記規格化位相差信号として出
力し、（ｂ）前記信号振幅が前記第１の基準値より小さいかまたは前記第２の基準値より
大きくなると前記位相差検出信号をサンプルホールドして前記規格化位相差信号を出力す
るサンプルホールド回路とを含む請求項１記載の無線送信装置。
【請求項５】
　前記信号振幅は、前記入力Ｉ／Ｑ信号のベクトルの大きさである請求項１記載の無線送
信装置。
【請求項６】
　前記信号振幅は、前記帰還Ｉ／Ｑ信号のベクトルの大きさである請求項１記載の無線送
信装置。
【請求項７】
　前記直交変調器の前段に設けられた、前記合成Ｉ／Ｑ信号を増幅する利得可変のベース
バンド増幅器と；
　前記ベースバンド増幅器に対して、前記スイッチがオフのとき第１の利得を設定し、前
記スイッチがオフからオンに転じたとき前記第１の利得より高い第２の利得を設定する利
得設定部と；をさらに具備する請求項１記載の無線送信装置。
【請求項８】
　カーテシアンループを用いた無線送信装置において、
　送信すべき入力Ｉ／Ｑ信号と帰還Ｉ／Ｑ信号とを合成して合成Ｉ／Ｑ信号を生成する合
成器と；
　前記合成Ｉ／Ｑ信号を直交変調して直交変調信号を生成する直交変調器と；
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　前記直交変調信号を増幅して送信ＲＦ信号を出力する電力増幅器と；
　前記送信ＲＦ信号から分岐されたフィードバックＲＦ信号に対しローカル信号を用いて
直交復調を行って前記帰還Ｉ／Ｑ信号を生成する直交復調器と；
　前記合成器への前記帰還Ｉ／Ｑ信号の入力をオン／オフするためのスイッチと；
　前記送信ＲＦ信号の少なくとも一つの電力を設定可能な電力設定部と；
　前記スイッチがオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／Ｑ信号との間の振幅
差を検出して振幅差検出信号を生成する振幅差検出器と；
　前記スイッチがオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／Ｑ信号との間の位相
差を検出して位相差検出信号を生成する位相差検出器と；
　前記位相差検出信号を前記信号振幅で規格化して規格化位相差信号を生成するために、
前記信号振幅に従って遮断周波数が変化するように構成された低域通過フィルタを含み、
該低域通過フィルタによって前記位相差検出信号をフィルタリングして前記規格化位相差
信号を生成する規格化器と；
　前記振幅差検出信号及び前記規格化位相差信号を受け、前記スイッチがオフの期間に、
前記電力が設定された状態の下で前記振幅差を最小化する振幅制御信号及び前記位相差を
最小化する位相制御信号を生成する制御信号生成器と；
　前記振幅制御信号及び前記位相制御信号を記憶するメモリと；
　前記スイッチがオンの期間に、前記メモリに記憶されている振幅制御信号に従って前記
フィードバックＲＦ信号の振幅を調整する振幅調整器と；
　前記スイッチがオンの期間に、前記メモリに記憶されている位相制御信号に従って前記
ローカル信号の位相を調整する位相調整器；及び
　前記カーテシアンループに対して、前記スイッチがオフのとき第１のループ利得を設定
し、前記スイッチがオフからオンに転じたとき前記第１のループ利得より高い第２のルー
プ利得を設定する利得設定部を具備する無線送信装置。
【請求項９】
　前記低域通過フィルタは、前記信号振幅が大きくなるに従って前記遮断周波数が上昇す
るように構成される請求項８記載の無線送信装置。
【請求項１０】
　前記低域通過フィルタは、前記信号振幅が大きくなるに従って抵抗値が単調に減少する
ように制御される可変抵抗器と、前記可変抵抗器と接続されるキャパシタとを含む請求項
８記載の無線送信装置。
【請求項１１】
　前記低域通過フィルタは、前記信号振幅が基準値に近づくに従って前記遮断周波数が上
昇するように構成される請求項８記載の無線送信装置。
【請求項１２】
　前記低域通過フィルタは、前記信号振幅が大きくなるに従って抵抗値が単調に減少する
ように制御される第１の可変抵抗器と、該第１の可変抵抗器と直列に接続され、前記信号
振幅が小さくなるに従って抵抗値が単調に増加するように制御される第２の可変抵抗器と
、前記第１の可変抵抗器と前記第２の可変抵抗器との直列回路と接続されるキャパシタと
を含む請求項８記載の無線送信装置。
【請求項１３】
　前記信号振幅は、前記入力Ｉ／Ｑ信号のベクトルの大きさである請求項８記載の無線送
信装置。
【請求項１４】
　前記信号振幅は、前記帰還Ｉ／Ｑ信号のベクトルの大きさである請求項８記載の無線送
信装置。
【請求項１５】
　前記直交変調器の前段に設けられた、前記合成Ｉ／Ｑ信号を増幅する利得可変のベース
バンド増幅器と；
　前記ベースバンド増幅器に対して、前記スイッチがオフのとき第１の利得を設定し、前
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記スイッチがオフからオンに転じたとき前記第１の利得より高い第２の利得を設定する利
得設定部と；をさらに具備する請求項８記載の無線送信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カーテシアンループを用いた無線送信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯無線機のような無線通信装置では、送信側において送信ＲＦ(radio frequency)信
号をアンテナから放射させるために電力増幅器によって送信ＲＦ信号が増幅される。電力
増幅器は、送信ＲＦ信号が無線システムの規格により決められたスペクトルマスク内に入
るような線形性が保つことが要求される。また、例えば無線システムの規格で規定されて
いるパラメータの一つである隣接チャネル漏洩電力は、主に電力増幅器の奇数次歪により
生じるので、奇数次歪を小さくすることも望まれる。
【０００３】
　奇数次歪などを小さくして電力増幅器の線形性を改善するために、例えばカーテシアン
ループ(Cartesian loop)が用いられる。カーテシアンループは、送信ＲＦ信号の電力の一
部を直交復調器により復調してベースバンドのＩ／Ｑ信号に戻してから、送信部の直交変
調器の入力にフィードバックする帰還パスを含む帰還ループである。
【０００４】
　より詳しくは、電力増幅器から出力される送信ＲＦ信号の電力の一部は、カーテシアン
ループの帰還パスに導かれ、可変減衰器及び低雑音増幅器を介して直交復調器に入力され
る。直交復調器により得られた帰還Ｉ／Ｑ信号は、入力Ｉ／Ｑ信号と合成（加算または減
算）される。合成後のＩ／Ｑ信号は、ベースバンド増幅器を介して直交変調器に入力され
る。直交変調器から直交復調器までの利得が１より十分大きいと、直交変調器の入力端か
ら電力増幅器の出力端までの利得はカーテシアンループの帰還パスの減衰量で決まり、ま
た送信ＲＦ信号の線形性は帰還パスの線形性に依存する。従って、帰還パスの線形性を高
くする必要がある。
【０００５】
　一方、携帯無線機では内蔵のバッテリを電源として動作するため、バッテリの消耗を少
なくして通信時間を長くするためにＩＣの低消費電力化技術が必須である。携帯無線機に
おいては、送信部の電力増幅器の消費電力が最も大きい。携帯無線機に用いられる無線部
の集積化が進み、最近では低周波部から高周波部までを低コスト化に適したＣＭＯＳ(com
plementary metal-oxide semiconductor)技術により製造できるようになってきた。一般
に電力増幅器はＣＭＯＳ構造にすると低コスト化が可能な反面、効率が劣化する。カーテ
シアンループは、上述したように無線部の高線形化技術であるが、見方を変えれば電力増
幅器の高効率化を図る技術と考えてもよい。従って、ＣＭＯＳ構造の無線部にカーテシア
ンループを適用することで、電力増幅部または無線部の効率を向上させることができる。
【０００６】
　カーテシアンループは帰還回路をもつため、動作の安定性をいかに確保するかが重要で
ある。カーテシアンループの安定性を確保するため、特許文献１ではカーテシアンループ
が開の状態で帰還Ｉ／Ｑ信号の位相を検出し、帰還Ｉ／Ｑ信号と入力Ｉ／Ｑ信号間の位相
差に応じて、帰還パス内の直交復調器に供給されるローカル信号の位相を制御する手法が
提案されている。しかしながら、特許文献１では送信ＲＦ信号の電力（送信電力）を可変
にすることを想定していない。
【０００７】
　カーテシアンループを用いると、送信ＲＦ信号の高出力時には帰還回路の消費電力を考
慮しても送信装置全体の消費電力を下げることが可能である。一方、送信ＲＦ信号の低出
力時には、電力増幅器及びこれを駆動するドライバ増幅器の線形性は高いので、カーテシ
アンループによる高線形化の必要はない。低出力時でもカーテシアンループが働いている
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と、帰還回路の消費電力により効率が下がってしまう。従って、近年の無線システムで使
われる送信電力制御を効率よく行うには、低消費電力化の観点からカーテシアンループを
送信電力に応じて開閉することが望ましい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平１０－１３６０４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　カーテシアンループを送信電力に応じて開閉すると、ループを閉じてから送信電力が所
定値に達するまでの過渡応答時間が大きくなる。例えば、ループを閉じる前の入力Ｉ／Ｑ
信号の平均出力が100mVに設定されていた場合、帰還Ｉ／Ｑ信号の平均出力が1000mVにな
るように帰還回路内の可変減衰器の利得が設定されていたとすると、ループを閉じたとき
の送信出力はループが開のときの送信電力と異なるため、ループを閉じてから送信電力が
収束する時間は長くなる。ループを閉じてから帰還パス内の可変減衰器の利得を制御して
送信電力を設定する操作を行うと、送信電力の収束時間はさらに長くなる。特許文献１で
は送信電力制御の概念がなく、従ってカーテシアンループの開閉時における送信電力の収
束時間を短くする手法は開示されていない。
【００１０】
　本発明は、カーテシアンループを開の状態から閉じた状態にするときに送信電力が所定
値に達するまでの過渡応答時間を短縮することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の一観点によると、送信すべき入力Ｉ／Ｑ信号と帰還Ｉ／Ｑ信号とを合成して合
成Ｉ／Ｑ信号を生成する合成器と；前記合成Ｉ／Ｑ信号を直交変調して直交変調信号を生
成する直交変調器と；前記直交変調信号を増幅して送信ＲＦ信号を出力する電力増幅器と
；前記送信ＲＦ信号から分岐されたフィードバックＲＦ信号に対しローカル信号を用いて
直交復調を行って前記帰還Ｉ／Ｑ信号を生成する直交復調器と；前記合成器への前記帰還
Ｉ／Ｑ信号の入力をオン／オフするためのスイッチと；前記送信ＲＦ信号の電力を設定可
能な電力設定部と；前記スイッチがオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／Ｑ
信号との間の振幅差を検出して振幅差検出信号を生成する振幅差検出器と；前記スイッチ
がオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／Ｑ信号との間の位相差を検出して位
相差検出信号を生成する位相差検出器と；前記位相差検出信号を前記信号振幅で規格化し
て規格化位相差信号を生成するために、前記入力Ｉ／Ｑ信号及び前記帰還Ｉ／Ｑ信号のい
ずれかの信号振幅が基準値より大きい期間は前記位相差検出信号の現在の値を用いて前記
規格化を行い、前記信号振幅が前記基準値より小さくなると前記位相差検出信号の前記信
号振幅が前記基準値より小さくなる前の値を用いて前記規格化を行う規格化器と；前記振
幅差検出信号及び前記規格化位相差信号を受け、前記スイッチがオフの期間に、前記電力
が設定された状態の下で前記振幅差を最小化する振幅制御信号及び前記位相差を最小化す
る位相制御信号を生成する制御信号生成器と；前記スイッチがオフの期間に、前記電力が
設定された状態の下で、前記振幅差を最小化する少なくとも一つの振幅制御信号、及び前
記位相差を最小化する少なくとも一つの位相制御信号を生成するように構成される制御信
号生成器と；前記振幅制御信号及び前記位相制御信号を記憶するメモリと；前記スイッチ
がオンの期間に、前記メモリに記憶されている振幅制御信号に従って前記フィードバック
ＲＦ信号の振幅を調整する振幅調整器と；前記スイッチがオンの期間に、前記メモリに記
憶されている位相制御信号に従って前記ローカル信号の位相を調整する位相調整器；及び
カーテシアンループに対して、前記スイッチがオフのとき第１のループ利得を設定し、前
記スイッチがオフからオンに転じたとき前記第１のループ利得より高い第２のループ利得
を設定する利得設定部を具備する、カーテシアンループを用いた無線送信装置を提供する
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。
【００１２】
　本発明の他の観点によると、送信すべき入力Ｉ／Ｑ信号と帰還Ｉ／Ｑ信号とを合成して
合成Ｉ／Ｑ信号を生成する合成器と；前記合成Ｉ／Ｑ信号を直交変調して直交変調信号を
生成する直交変調器と；前記直交変調信号を増幅して送信ＲＦ信号を出力する電力増幅器
と；前記送信ＲＦ信号から分岐されたフィードバックＲＦ信号に対しローカル信号を用い
て直交復調を行って前記帰還Ｉ／Ｑ信号を生成する直交復調器と；前記合成器への前記帰
還Ｉ／Ｑ信号の入力をオン／オフするためのスイッチと；前記送信ＲＦ信号の電力を設定
可能な電力設定部と；前記スイッチがオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／
Ｑ信号との間の振幅差を検出して振幅差検出信号を生成する振幅差検出器と；前記スイッ
チがオフの期間に、前記入力Ｉ／Ｑ信号と前記帰還Ｉ／Ｑ信号との間の位相差を検出して
位相差検出信号を生成する位相差検出器と；前記位相差検出信号を前記信号振幅で規格化
して規格化位相差信号を生成するために、前記信号振幅に従って遮断周波数が変化するよ
うに構成された低域通過フィルタを含み、該低域通過フィルタによって前記位相差検出信
号をフィルタリングして前記規格化位相差信号を生成する規格化器と；前記振幅差検出信
号及び前記規格化位相差信号を受け、前記スイッチがオフの期間に、前記電力が設定され
た状態の下で前記振幅差を最小化する振幅制御信号及び前記位相差を最小化する位相制御
信号を生成する制御信号生成器と；前記スイッチがオフの期間に、前記電力が設定された
状態の下で、前記振幅差を最小化する少なくとも一つの振幅制御信号、及び前記位相差を
最小化する少なくとも一つの位相制御信号を生成するように構成される制御信号生成器と
；前記振幅制御信号及び前記位相制御信号を記憶するメモリと；前記スイッチがオンの期
間に、前記メモリに記憶されている振幅制御信号に従って前記フィードバックＲＦ信号の
振幅を調整する振幅調整器と；前記スイッチがオンの期間に、前記メモリに記憶されてい
る位相制御信号に従って前記ローカル信号の位相を調整する位相調整器；及びカーテシア
ンループに対して、前記スイッチがオフのとき第１のループ利得を設定し、前記スイッチ
がオフからオンに転じたとき前記第１のループ利得より高い第２のループ利得を設定する
利得設定部を具備する、カーテシアンループを用いた無線送信装置を提供する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、特にカーテシアンループを開の状態から閉の状態にしたときの送信電
力の過渡応答時間を短縮することができる。従って、送信電力制御が必要となる無線通信
システムにおいても、送信電力に応じてカーテシアンループを開閉することができるので
、低消費電力化が図られる。また、高精度に位相差信号を抽出できるため、平均化に必要
な時間が低減でき、高速な位相差キャリブレーションが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態に従う無線送信装置を示すブロック図
【図２】電力増幅器の出力の終端法の他の例を示す図
【図３】コントローラの機能を説明する図
【図４】コントローラの具体例を示すブロック図
【図５】入力Ｉ／Ｑ信号と帰還Ｉ／Ｑ信号との関係を示す図
【図６】コントローラの他の具体例を示すブロック図
【図７】キャリブレーションモードの処理手順を示すフローチャート
【図８】送信モードの処理手順を示すフローチャート
【図９】カーテシアンループについて説明するための帰還系システムを示す略図
【図１０】カーテシアンループを閉じたときの過渡応答及びカーテシアンループをとじた
まま送信電力を変えたときの過渡応答を示す図
【図１１】起動時キャリブレーションモードの処理手順を示すフローチャート
【図１２】起動時キャリブレーションモード後の送信モードの処理手順を示すフローチャ
ート
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【図１３】本発明の他の実施形態に従うアナログフィードバックを用いた無線送信装置の
一部を示すブロック図
【図１４】可変減衰器の具体例を示す回路図
【図１５】プロセスばらつき補償付きインタフェースを示す回路図
【図１６】直交復調器のためのローカル信号供給経路を示す回路図
【図１７】移相器の具体例を示す回路図
【図１８】移相器の他の具体例を示す回路図
【図１９】振幅／位相検出回路を示す回路図
【図２０】差分検出回路の回路図
【図２１】極性反転スイッチ及びベースバンド増幅器の具体例を示す回路図
【図２２】極性反転スイッチ及びベースバンド増幅器の他の具体例を示す回路図
【図２３】位相比較器の一部の詳細を示すブロック図
【図２４】位相比較器に含まれる振幅規格化器の第１の例を示すブロック図
【図２５】図２４中の除算器の具体例を示す回路図
【図２６】位相比較器に含まれる振幅規格化器の第２の例を示すブロック図
【図２７】位相比較器に含まれる振幅規格化器の第３の例を示すブロック図
【図２８】位相比較器に含まれる振幅規格化器の第４の例を示すブロック図
【図２９】位相比較器に含まれる振幅規格化器の第５の例を示すブロック図
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。　
　（第１の実施形態）　
　図１を参照して本発明の一実施形態に従う無線送信装置について説明する。図１におい
て、入力端子１１，１２には図示しないベースバンド処理部あるいはコントローラ４０か
らの送信すべき変調された入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑが入力される。入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑは
、合成器１３，１４によって後述する帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱと合成（加算または減算
）され、合成Ｉ／Ｑ信号が生成される。合成Ｉ／Ｑ信号は、ベースバンド増幅器１５によ
り増幅されることによって、直交変調器１６に入力される。ベースバンド増幅器１５は、
好ましくは可変利得増幅器が用いられ、さらに必要に応じて無線送信装置の安定性を確保
するためのフィルタ機能も含まれる。
【００１６】
　直交変調器１６は、ミキサ１７，１８とローカル発振器２０からの周波数ｆLOの原ロー
カル信号を位相シフトして直交ローカル信号、すなわち９０°異なる位相の二つのローカ
ル信号を生成する９０°移相器１９を有する。ミキサ１７，１８ではベースバンド増幅器
１５からの合成Ｉ／Ｑ信号の各々と直交ローカル信号の各々とが乗算される。直交変調器
１６では、さらにミキサ１７，１８の出力信号が加算されることによって、直交変調信号
が生成される。
【００１７】
　直交変調器１６から出力される直交変調信号は、可変減衰器２１及びドライバ増幅器２
２を介して電力増幅器２３に入力され、電力増幅器２３により所要電力レベルまで増幅さ
れることによって送信ＲＦ信号が生成される。送信ＲＦ信号は電力分岐器である電力カッ
プラ２４を介してアンテナ２５に供給され、アンテナ２５から空間へ放射される。以下、
送信ＲＦ信号の電力を送信電力という。
【００１８】
　電力増幅器２３の出力端子は、アンテナスイッチ２６によって終端素子、この例では抵
抗Ｒを介して適宜終端される。終端素子として抵抗Ｒに代えて他の線形素子を用いること
も可能である。なお、図１では電力増幅器２３の出力端子を無線機のグラウンドＧＮＤに
抵抗Ｒを介して終端しているが、図２に示すように電力増幅器２３の出力端子にアイソレ
ータ３７が接続される場合、アイソレータ３７の出力端子を抵抗Ｒなどで終端することも
できる。以降、簡単のため図１に示したように電力増幅器２３の出力端子を終端する場合
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を例にとり説明する。
【００１９】
　電力カプラ２４では送信電力の一部が分岐され、帰還ＲＦ信号が生成される。帰還ＲＦ
信号は、可変減衰器２７及び低雑音増幅器２８を介して直交復調器３０に入力される。可
変減衰器２７は、帰還ＲＦ信号の振幅を調整するための振幅調整器として用いられる。
【００２０】
　直交復調器３０は、ミキサ３１，３２とローカル発振器２０から可変移相器２９を介し
て供給される周波数ｆLO1の原ローカル信号を位相シフトして直交ローカル信号、すなわ
ち９０°異なる位相の二つのローカル信号を生成する９０°移相器３３を有する。可変移
相器２９は、直交ローカル信号の位相を調整するための位相調整器として用いられる。ミ
キサ３１，３２では、入力される帰還ＲＦ信号と直交ローカル信号の各々とが乗算される
ことによって、帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱが生成される。
【００２１】
　帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱは、極性反転機能を有するスイッチ３４を介して合成器１３
，１４に帰還される。カーテシアンループは、電力カプラ２４～可変減衰器２７～低雑音
増幅器２８～位相復調器３０～合成器１３及び１４による帰還パスと合成器１３及び１４
～ベースバンド増幅器１５～直交変調器１６～・・・～電力増幅器２３による送信パスと
を含む帰還ループで構成される。スイッチ３４は、このカーテシアンループの開閉、具体
的には合成器１３，１４への帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱの入力をオン／オフするために設
けられている。スイッチ３４がオンであれば、カーテシアンループは閉となり、スイッチ
３４がオフであればカーテシアンループは開となる。
【００２２】
　さらに、帰還Ｉ／Ｑ信ＦＩ，ＦＱと入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑとの間の振幅差を検出する振
幅差検出器３５と、帰還Ｉ／Ｑ信ＦＩ，ＦＱと入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑとの位相比較を行っ
て位相差を検出する位相比較器３６が設けられる。振幅差検出器３５からは帰還Ｉ／Ｑ信
ＦＩ，ＦＱと入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑとの間の振幅差を表す振幅差検出信号ＶDAが出力され
、位相比較器３６からは帰還Ｉ／Ｑ信ＦＩ，ＦＱと入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑとの間の位相差
を主として表す位相差検出信号ＶDθが出力される。なお、後述する規格化位相差信号Ｃ
ＰＨＳと区別するため、ＶDθを複合位相差検出信号と呼ぶことにする。
【００２３】
　振幅差検出器３５及び位相比較器３６については、後に詳しく説明する。また、位相比
較器３６は後述するように位相差検出器と振幅規格化器及びリミッタからなる。
【００２４】
　キャリブレーションを行う場合、スイッチ３４をオフ、すなわちカーテシアンループを
開とする。以下、スイッチ３４がオフの状態をキャリブレーションモードと称する。信号
を送信する場合は、スイッチ３４をオン、すなわちカーテシアンループを閉とする。これ
により、カーテシアンループによる帰還が施される。この状態を送信モードと称する。コ
ントローラ４０は、例えば図３に示すように主としてカーテシアンループの制御を司るよ
うに構成される。図２では、図１中に示した種々の制御信号がコントローラ４０から出力
されることが示されている。
【００２５】
　すなわち、コントローラ４０からは可変減衰器２７への振幅制御信号ＶAと、可変移相
器２９への位相制御信号Ｖθと、可変移相器２９、スイッチ３４、振幅差検出器３５及び
位相比較器３６への極性切替信号ｐ／ｍが出力される。振幅差検出器３５からの振幅差検
出信号ＶDA及び位相比較器３６からの複合位相差検出信号ＶDθは、コントローラ４０に
入力される。さらに、コントローラ４０からは入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑ及びアンテナスイッ
チ２６への制御信号ＡＳも出力される。なお、コントローラ４０からの制御により入力Ｉ
／Ｑ信号Ｉ，Ｑとして用いられる信号の種類が制御できるのであれば、必ずしもコントロ
ーラ４０からＩ，Ｑが出力されなくとも差し支えない。
【００２６】
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　（コントローラ４０の具体例その１）　
　図４は、コントローラ４０の具体例であり、制御信号生成器４１、デジタル－アナログ
変換器（ＤＡＣ）４２、アナログ－デジタル変換器（ＡＤＣ）４３及びメモリ４４を有す
る。制御信号生成器４１によって生成されるデジタル値の制御信号がＤＡＣ４２によりア
ナログ信号に変換されることにより、振幅制御信号ＶA及び位相制御信号Ｖθが生成され
る。振幅制御信号ＶAは可変減衰器２７に供給され、位相制御信号Ｖθは可変移相器２９
に供給される。
【００２７】
　一方、振幅差検出器３５からの振幅差検出信号ＶDA及び位相比較器３６からの複合位相
差検出信号ＶDθはＡＤＣ４３に取り込まれ、アナログ信号からデジタル値に変換される
。メモリ４４は、制御信号生成器４１及びＡＤＣ４３に接続され、ＡＤＣ４３によりデジ
タル値に変換された振幅差検出信号及び複合位相差検出信号を記憶したり、記憶した振幅
差検出信号及び複合位相差検出信号を制御信号生成器４１に出力したりするために用いら
れる。
【００２８】
　（コントローラ４０の具体例その２）　
　コントローラ４０の他の具体例によると、図５に示されるようにＡＤＣ４３が除去され
、代わりに振幅差検出器３５及び位相比較器３６にＡＤＣ４３が内蔵されている。ここで
はＡＤＣ４３は、振幅差検出器３５及び位相比較器３６で共有されているが、振幅差検出
器３５及び位相比較器３６にそれぞれ内蔵されていても構わない。図５の例によると、振
幅差検出器３５及び位相比較器３６からデジタル値の振幅差検出信号及び複合位相差検出
信号が出力され、メモリ４４に直接取り込まれる。
【００２９】
　図４及び図５では示されていないが、コントローラ４０にはさらに図１中に示したよう
にキャリブレーションモードと送信モードを選択的に設定するモード設定部４５、ループ
利得設定部４６及び送信電力設定部４７が設けられる。
【００３０】
　本実施形態では、カーテシアンループの開閉による応答時間を短くするために、帰還を
施す前と後の各部の信号振幅の差をできるだけ小さくすることを目指す。すなわち、カー
テシアンループによる帰還をかけた後の信号振幅を推定し、カーテシアンループを閉じて
帰還をかける前にその信号振幅を設定することを目指す。このような処理を達成するため
に、以下の手順でカーテシアンループによる帰還をかける前に振幅及び位相を調整する。
【００３１】
　（キャリブレーションモード）　
　以下、図６を用いてキャリブレーションモードにおける処理手順について説明する。図
６の手順は、コントローラ４０によって制御される。
【００３２】
　キャリブレーションモードを開始すると、スイッチ３４がオフされることによりカーテ
シアンループが開とされる（ステップＳ１０１）。このときアンテナ２５から送信ＲＦ信
号が出力されないように、アンテナスイッチ２６を用いて電力増幅器２３の出力端子また
はアイソレータ３７の出力端子が抵抗Ｒによって終端される。アンテナスイッチ２６には
、電力増幅器２３の出力端子またはアイソレータ３７の出力端子を終端させるか否かを制
御する制御信号ＡＳがコントローラ４０から供給される。
【００３３】
　コントローラ４０では、電力設定部４５によって設定された所望の送信電力（Ｐiとす
る）が認識されている。コントローラ４０によってカーテシアンループが開の状態におい
て送信用可変減衰器２１の減衰量がＰiに応じて設定されることにより、所望の送信電力
Ｐiが設定される（ステップＳ１０２）。このとき送信電力が最大出力であれば送信ＲＦ
信号は歪むが、キャリブレーションモードでは歪が大きくとも特に問題はない。
【００３４】
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　送信ＲＦ信号の電力の一部である帰還ＲＦ信号は電力カプラ２４、可変減衰器２７及び
低雑音増幅器２８を介して直交復調器３０に入力され、帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱが生成
される。振幅差検出器３５によって帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱと入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑと
の振幅差ΔＡが検出され、この振幅差ΔＡが最小となるようにコントローラ４０により可
変減衰器２７への振幅制御信号ＶAが設定される。
【００３５】
　ここで、入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑの振幅はＩ2＋Ｑ2の根で定義され、帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ
，ＦＱの振幅はＦＩ2＋ＦＱ2の根で定義される。ここでは、簡単のため入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ
，Ｑの振幅はＩ2＋Ｑ2、帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱの振幅はＦＩ2＋ＦＱ2とする。
【００３６】
　帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱの振幅と入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑの振幅を等しくするようにす
るため、振幅差検出器３５から出力される振幅差検出信号ＶDAが０に近づくように、コン
トローラ４０によって可変減衰器２７の減衰量が制御される。ここで、ＶDAは以下の式（
１）で表される。

【数１】

【００３７】
　式（１）の右辺を定数倍して振幅差検出信号ＶDAを算出してもよい。式（１）は、右辺
に乗じる定数が１の場合である。
【００３８】
　図４及び図５に示したように、コントローラ４０から可変減衰器２７に供給される振幅
制御信号ＶAがＤＡＣ４２により発生されるアナログ信号である場合、振幅制御信号ＶAの
生成時に制御信号生成器４１からＤＡＣ４２に入力されるデジタル値は、逐次的に増加ま
たは減少される。これにより単調増加または単調減少する振幅制御信号ＶA（これを振幅
キャリブレーション制御信号という）が生成され、この振幅キャリブレーション制御信号
によって帰還ＲＦ信号の振幅が調整される（ステップＳ１０３）。これに伴い、振幅差検
出器３５により帰還Ｉ／Ｑ信号と入力Ｉ／Ｑ信号との振幅差が検出され、振幅差検出信号
ＶDAが出力される。振幅差検出信号ＶDAの零クロスポイントに最も近い、すなわちＶDAが
正から負もしくは負から正に切り替わるときの振幅キャリブレーション制御信号は、所望
の振幅調整量を与える。これにより送信ＲＦ信号の振幅と帰還ＲＦ信号の振幅がほぼ等し
くなる。言い換えれば、後述するループ利得はほぼ１となる。振幅差検出信号ＶDAの零ク
ロスポイントに最も近い振幅キャリブレーション制御信号は、帰還Ｉ／Ｑ信号と入力Ｉ／
Ｑ信号との振幅差を最小化する振幅制御信号ＶAとして用いられる。
【００３９】
　こうして生成される振幅制御信号ＶAは、ＡＤＣ４３によりデジタル値に変換され、次
の位相調整時及び後の送信モードで用いるために、メモリ４４に記憶される（ステップＳ
１０４）。メモリ４４に記憶されたデジタル値は、次の位相調整時に読み出され、制御信
号生成器４１及びＤＡＣ４２を経て可変減衰器２７に設定される。
【００４０】
　ステップＳ１０４で振幅制御信号ＶAがメモリ４２に記憶された後、位相比較器３６に
よって検出される位相差θに基づきコントローラ４０から出力される位相制御信号Ｖθに
よって可変移相器２９が制御される。これにより直交復調器３０に供給されるローカル信
号の位相、言い換えれば帰還Ｉ／Ｑ信号の位相が調整される（ステップＳ１０５）。
【００４１】
　図７は、Ｉ－Ｑ平面上に入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑと帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱを描いたも
のである。先の可変減衰器２７の減衰量制御により、Ｉ2＋Ｑ2＝ＦＩ2＋ＦＱ2になってい
るものとする。ベクトル（Ｉ，Ｑ）とベクトル（ＦＩ，ＦＱ）の位相差はθであるので、
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【数２】

【００４２】
【数３】

【００４３】
となる。
【００４４】
　入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑと帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱとの位相差θを表す位相差検出信号
ＰＨＳをＦＩ×Ｑ－ＦＱ×Ｉとすると、ＰＨＳは以下のようになる。
【数４】

【００４５】
　一方、位相差θが０またはπシフトしているのを検出するため、以下に示す符号検出信
号ＰＬを定義する。

【数５】

【００４６】
　ＦＩ2＋ＦＱ2＞＞０のとき、位相差検出信号ＰＨＳの０近傍時は、位相差θは０近傍ま
たはπ近傍である。この違いを判定するために、式（５）のＰＬの値を参照する。θが０
近傍時ではＰＬは正、θがπ近傍時ではＰＬは負になる。
【００４７】
　θ＝０°を検出するために、位相制御信号Ｖθを逐次大きくしていき、位相差検出信号
ＰＨＳと符号検出信号ＰＬの値を検出する。ここで、コントローラ４０から可変移相器２
９に供給される位相制御信号ＶθがＤＡＣ４２から出力されるアナログ信号である場合、
位相制御信号Ｖθの生成時に生成器４１からＤＡＣ４２に入力されるデジタル値は、逐次
的に増加または減少される。これにより単調増加または単調減少する位相制御信号Ｖθ（
これを位相キャリブレーション制御信号という）が生成され、この過程で位相差検出信号
ＰＨＳをほぼ０°にする位相キャリブレーション制御信号が帰還Ｉ／Ｑ信号と入力Ｉ／Ｑ
信号との位相差θを最小化する位相制御信号Ｖθとして求められる。さらに、このときの
符号検出信号ＰＬの符号に従って、スイッチ３４により合成器１３，１４に帰還される帰
還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱの極性が制御される。図１ではコントローラ４０から出力される
極性切替信号ｐ／ｍにより、帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱの極性が設定できる。符号検出信
号ＰＬが正であれば帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱの極性は正に設定され、ＰＬが負であれば
帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱの極性は負に設定される。
【００４８】
　以上の操作により得られるθ＝０近傍の位相キャリブレーション制御信号である位相制
御信号Ｖθは、ＡＤＣ４３によりデジタル値に変換され、後の送信モードで用いるために
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デジタル値としてメモリ４４に記憶され（ステップＳ１０６）、キャリブレーションモー
ドが終了する。
【００４９】
　ここではＦＩ2＋ＦＱ2＞＞０を仮定したが、ＦＩ2＋ＦＱ2＞＞０でない場合には、θ＝
０°近傍でなくとも位相差検出信号ＰＨＳの値は０近傍になる。従って、振幅一定のトー
ン信号を用いずに、変調信号すなわち入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑを用いてキャリブレーション
を行うと、位相差θの検出誤差が大きくなる。ただし、ＦＩ2＋ＦＱ2は正であるため、極
性は正確に判断できる。位相差θの検出誤差を小さくするために、位相差検出信号ＰＨＳ
を例えば入力Ｉ／Ｑ信号の振幅ＦＩ2＋ＦＱ2で除して規格化を行うことにより、送信波の
振幅信号に依存しないsinθの信号である規格化位相差信号ＣＰＨＳを生成することがで
きる。すなわち、規格化位相差信号ＣＰＨＳは
【数６】

【００５０】
ここでＡ１は係数，で表される。
【００５１】
　式（６）に示される規格化位相差信号ＣＰＨＳを用いて、例えば逐次比較法に従ってθ
＝０°近傍になる位相制御信号Ｖθの値をメモリ４４に格納する。ここまでがキャリブレ
ーションモードである。なお、複合位相差検出信号ＶDθは規格化位相差信号ＣＰＨＳ及
び符号検出信号ＰＬのペアを意味する。
【００５２】
　上述したキャリブレーションモードの操作をまとめると、カーテシアンループが開の状
態において、まず所望の送信電力（Ｐi）近傍において所定のループ利得（ここでは、ル
ープ利得１）が得られるように可変減衰器２７に与える振幅制御信号ＶAを調整する。次
に、帰還Ｉ／Ｑ信号と入力Ｉ／Ｑ信号との位相差が１８０°となるように可変移相器２９
に与える位相制御信号Ｖθを調整する。振幅調整の後に位相調整を行うことにより、位相
調整を精度よく行うことができる。
【００５３】
　（送信モード）　
　次に、図８を用いて送信モードでの処理手順について説明する。図７の手順もコントロ
ーラ４０によって制御される。送信モードが開始すると、振幅制御信号ＶA及び位相制御
信号Ｖθをメモリ４４からロードして可変減衰器２７及び可変移相器２９に設定する（ス
テップＳ２０１）。次に、スイッチ３４をオンとすることにより、カーテシアンループを
閉じる（ステップＳ２０２）。ただし、このときは必要に応じて電力増幅器２３の出力端
子またはアイソレータ３７の出力端子は抵抗Ｒを介して終端させておく。
【００５４】
　この後、ループ利得を増加させ（ステップＳ２０３）、送信を行う（ステップＳ２０４
）。ステップＳ２０１においてカーテシアンループを閉じると同時に、スイッチ２６を切
り替えて電力増幅器２３の出力端子またはアイソレータ３７の出力端子を終端することを
中止し、代わってアンテナ２５に接続するように設定する。または、過渡応答時間を考慮
し、カーテシアンループを閉じてから過渡応答時間だけ遅らせて電力増幅器２３の出力端
子またはアイソレータ３７の出力端子を終端することを中止する。
【００５５】
　次に、ステップＳ２０３におけるループ利得増加の処理の意義について説明する。カー
テシアンループはＩ，Ｑの２次元のループであるが、簡単のため１次元のループとして考
え、図９に示されるような１次元の帰還系を仮定する。一般に帰還系では、増幅段の利得
（裸利得）をＧ、帰還率をβ、入力をＩ／Ｑ、出力をＯｕｔとすれば、以下の関係が成り
立つ。



(13) JP 5106442 B2 2012.12.26

10

20

30

40

50

【数７】

【００５６】
　帰還後の利得はＧ／（１＋Ｇβ）で表される。Ｇβはループ利得と呼ばれる。１＋Ｇβ
＝０のとき分母が０となるため、帰還系は不安定になる。１＋Ｇβ＝０は、入力信号から
帰還信号の減算を行った場合、Ｇβが１で位相が１８０°回ったとき状態である。カーテ
シアンループにおいても、このような状態となる周波数が存在しない条件で帰還をかける
必要がある。本実施形態においては、カーテシアンループを閉じると１＋Ｇβ＝２となり
、利得が半分になるばかりか、歪の改善を見込むこともできない。
【００５７】
　一方、前述したキャリブレーションモードが終了した後に送信モードに移行し、カーテ
シアンループを閉じて帰還を施すと、図９に示すＧβ＝１の状態と等価な状態となる。そ
こで、図８の手順ではステップＳ２０１で予め設定された送信電力に対応する振幅制御信
号ＶA及び位相制御信号Ｖθをロードした後、ステップＳ２０２でカーテシアンループを
閉じ、次のステップＳ２０３でループ利得Ｇβを１より大きくし、Ｇの影響を小さくする
。具体的には、スイッチ３４をオンにして、カーテシアンループ開の状態から所定の極性
でカーテシアンループ閉の状態とした後、ループ利得Ｇβを大きくする。
【００５８】
　ループ利得Ｇβを変化させるための調整対象は、ベースバンド増幅器１５から電力増幅
器２３までの利得に相当するＧであり、βについては変化させないことが望ましい。βは
カーテシアンループをかけた場合の利得に相当するので、これを変えると設定すべき利得
が変化してしまうからである。本実施形態では、利得Ｇを高めるために、図１中に示した
ようにループ利得設定部４６によりベースバンド増幅器１５の利得を上げる。ここでは、
カーテシアンループ開の状態でのループ利得Ｇβが１であったため、ベースバンド増幅器
１５の利得変更分が全体のループ利得になる。
【００５９】
　ループ利得が１より十分大きいと仮定すると、所望の送信出力はキャリブレーションモ
ードにおいてカーテシアンループ開のときに設定した、帰還パス内の可変減衰器２７の減
衰量（振幅調整量）により決まる。このような振幅調整量の設定によって、帰還Ｉ／Ｑ信
号ＦＩ，ＦＱの振幅は入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑの振幅と等しくなるので、入力端子１１，１
２から電力増幅器２３の出力端までの利得（入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑに対する送信出力の利
得）と、カーテシアンループの帰還パスの利得（減衰量の逆数）は等しくなる。従って、
カーテシアンループを閉じてから送信出力を調整する必要はない。
【００６０】
　ステップＳ２０３の処理を行うと、帰還Ｉ／Ｑ信号の振幅はカーテシアンループが開の
ときとほぼ同じ振幅に設定されるので、カーテシアンループを閉じたときの過渡応答時間
はさらに短くなる。
【００６１】
　図１０は、図６及び図８で説明した手順のような処理を行わずにカーテシアンループを
閉じたときの送信電力の過渡応答（Ｔ１）、及びカーテシアンループを閉じたまま送信電
力を変えたとき（カーテシアンループを閉じた後に送信電力を設定したとき）の送信電力
の過渡応答（Ｔ２）を示している。本実施形態によると、これらの過渡応答を改善するこ
とができる。
【００６２】
　（送信終了処理）　
　次に、送信終了時の処理について述べる。送信終了時には、送信ベースバンド信号Ｉ，
Ｑをランプダウンして送信電力を下げる。送信電力が所定のレベルまで下がれば、スイッ
チ３４をオフにすることで、カーテシアンループを開とする。次に、カーテシアンループ
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の動作を止め、さらにループ利得の増分を元に戻す。例えば、ベースバンド増幅器１５の
利得をカーテシアンループによる帰還が施される前の設定に戻すことにより、ループ利得
を元の１に戻すことができる。
【００６３】
　（送信電力変更処理）　
　次に、送信電力変更時の処理について述べる。送信電力レベルをある程度以上小さく設
定する場合、カーテシアンループによる線形化は必要とされないため、カーテシアンルー
プの動作を止める。この場合は、上述した送信停止時と同様のシーケンスをとる。
【００６４】
　または、第１ステップでスイッチ３４をオフにしてカーテシアンループを開にするとと
もに、前記の利得Ｇを下げる。すなわち、利得偏差を小さくするために行ったループ利得
の増分を元に戻す。一例としてベースバンド増幅器１５の利得を元に戻す。次に、第２ス
テップで、カーテシアンループを止める。
【００６５】
　送信電力レベルを変更するがカーテシアンループの動作が必要な場合は、以下のように
する。第１ステップまでの手順を行った後、図６で説明したキャリブレーションモードの
手順を踏んで、利得変更後を模擬した送信電力をカーテシアンループ開の状態で設定する
とともに、前記の位相調整を行う。その後、送信モードに移行する。または、送信モード
を維持したままβを所定のレベルまで下げるとともに、増幅段の利得Ｇをβを下げた分だ
け上げてもよい。
【００６６】
　図６に示したキャリブレーションモードによると、図８に示した送信動作の直前に振幅
及び位相の調整が行われる。従って、カーテシアンループを施す前、または送信電力を変
更する前に、必ず振幅制御信号及び位相制御信号を取り込むため、オープンループで試験
を行うことが前提となっている。
【００６７】
　これに対し、以下に説明する他のキャリブレーションモードは、送信前のキャリブレー
ション時間をさらに短縮化することを目的とし、キャリブレーションモードを無線送信装
置の立ち上げ時もしくは無線送信装置が搭載された集積回路（ＩＣ）の出荷検査時に行う
ことを想定している。従って、以下に説明するキャリブレーションモードを便宜上起動時
キャリブレーションと呼ぶが、必ずしも起動時に行うことに限定はされない。
【００６８】
　（起動時キャリブレーションモード）　
　図１１は、起動時キャリブレーションモードにおける処理手順を示している。図１１で
は、送信出力をステップ的に変化させ、各送信出力における振幅制御信号ＶA及び位相制
御信号Ｖθを調整して記憶するところが図６と異なっている。
【００６９】
　まず、キャリブレーションモードを開始すると、スイッチ３４がオフされることにより
カーテシアンループが開とされる（ステップＳ１１１）。このときアンテナ２５から送信
ＲＦ信号が出力されないように、アンテナスイッチ２６を用いて電力増幅器２３の出力端
子またはアイソレータ３７の出力端子が抵抗Ｒによって終端される。
【００７０】
　次に、ステップＳ１１２でｉ＝１に設定された後、送信電力Ｐiが設定される（ステッ
プＳ１１３）。最初はＰi=1が設定される。この後、図６のステップＳ１０３～Ｓ１０６
と同様に、帰還ＲＦ信号の振幅調整（ステップＳ１１４）、振幅制御信号ＶAの記憶（ス
テップＳ１１５）、帰還Ｉ／Ｑ信号（ローカル信号）の位相調整（ステップＳ１１６）及
び位相制御信号Ｖθの記憶（ステップＳ１１７）が行われる。
【００７１】
　ステップＳ１１８でｉがＩに達したと判断されるまで、ステップＳ１１９でｉが１ずつ
インクリメントされてステップＳ１１３～Ｓ１１７の処理が繰り返される。このとき送信
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電力設定ステップＳ１０３では、ｉが１インクリメントされる毎に例えば１ｄＢステップ
で送信電力が上昇する。このようにして各送信出力において調整された振幅制御信号ＶA
及び位相制御信号Ｖθがメモリ４４に記憶され、起動時キャリブレーションモードが終了
する。
【００７２】
　（送信モード）　
　次に、図１２を用いて図１１で説明した起動時キャリブレーションが行われた後、送信
中にカーテシアンループをかける場合の処理を説明する。まず、スイッチ３４をオフとし
てカーテシアンループが開の状態で動作を開始し、所望の送信電力Ｐiを設定する（ステ
ップＳ２１１）。
【００７３】
　図１１のステップＳ１１５及びＳ１１７では、各送信電力Ｐi（ｉ＝１～Ｉ）における
振幅制御信号ＶA及び位相制御信号Ｖθがメモリ４４に記憶されている。そこで、ステッ
プＳ２１１で設定された送信電力に対応する振幅制御信号ＶA及び位相制御信号Ｖθをメ
モリ４４からロードして可変減衰器２７及び可変移相器２９に設定する（ステップＳ２１
２）。ただし、このときは電力増幅器２３の出力端子またはアイソレータ３７の出力端子
は抵抗Ｒを介して終端させておく。
【００７４】
　この後、所定時間が経ってからスイッチ３４をオンにしてカーテシアンループを閉にす
る（ステップＳ２１３）。このとき、電力増幅器２３の出力端子またはアイソレータ３７
の出力端子を終端することを中止する。
【００７５】
　次に、図８のステップＳ２０３と同様に例えばベースバンド増幅器１５の利得を高く設
定してループ利得を上げ（ステップＳ２１４）、送信を開始する（ステップＳ２１５）。
【００７６】
　送信終了処理及び送信電力変更処理については、先と同様であるため説明を省く。ただ
し、送信電力を変える場合で、しかもカーテシアンループの動作が必要な場合は、第１の
ステップとしてスイッチ３４をオフとしてカーテシアンループを開とし、第２のステップ
として利得Ｇを下げる。すなわち、ループ利得の増分をもとに戻す。振幅制御信号ＶA及
び位相制御信号Ｖθが既にメモリ４４に記憶されているので、第２ステップまでの手順で
カーテシアンループを動作させた後、所定の送信電力において図１２の手順で送信を行え
ばよい。または、送信モードを維持したままβを所定のレベルまで下げるとともに、増幅
段の利得Ｇをβを下げた分だけ上げてもよい。
【００７７】
　図１１で説明した起動時キャリブレーションモードにおいては、まず図４または図５に
示したコントローラ４０内の制御信号生成器４１によって生成される制御信号のデジタル
値に、初期値が与えられる。この状態で振幅差検出器３５及び位相比較器３６で得られる
振幅差検出信号ＶDA及び複合位相差検出信号ＶDθは、ＡＤＣ４３を介してデジタル値と
してメモリ４４に格納される。
【００７８】
　次に、制御信号のデジタル値が例えば１ステップインクリメントされ、そのときに振幅
差検出器３５及び位相比較器３６で得られる振幅差検出信号ＶDA及び複合位相差検出信号
ＶDθが同様にデジタル値としてメモリ４４に格納される。同様の処理が所定回数（Ｎ回
）繰り返される。こうしてメモリ４４に格納された振幅差検出信号ＶDAのデジタル値の中
から、式（１）に示すＶDAが０となるか、もしくはこれに最も近い値が選定され、これが
制御信号生成器４１に取り込まれて振幅制御信号ＶAが生成される。
【００７９】
　一方、メモリ４４に格納された複合位相差検出信号ＶDθのデジタル値の中から、式（
６）に示す符号検出信号ＣＰＨＳが所定の符号となるか、式（４）に示すＰＨＳが０とな
るか、もしくはこれに最も近い値が選定され、これが制御信号生成器４１に取り込まれて
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位相制御信号Ｖθが生成される。メモリ４４に格納された振幅差検出信号ＶDA及び複合位
相差検出信号ＶDθのデジタル値のうち不要な情報、例えば選定された検出信号のデジタ
ル値以外の情報は廃棄してもよい。
【００８０】
　上述した手法は、コントローラ４０を介して行うフィードバックに基づいているので、
デジタルフィードバックによる調整手法と呼ぶ。ここでは、式（１），（４）及び（６）
に示したＶDA，ＰＨＳ及びＣＰＨＳはアナログ信号として求めることを想定したが、Ｉ，
Ｑ，ＦＩ，ＦＱを例えば図５中に示したＡＤＣ４３によりデジタル値に変換した後、ＶDA
，ＰＨＳ及びＣＰＨＳをデジタル演算により求めるようにしてもよい。
【００８１】
　以上述べたように、第１の実施形態ではカーテシアンループが開でかつ所望の送信電力
が設定された状態の下で、振幅及び位相の誤差を最小化するような振幅制御信号及び位相
制御信号が生成され、メモリ４４に記憶される。送信時にメモリ４４から振幅制御信号及
び位相制御信号がロードされ、帰還ＲＦ信号の振幅調整を行う可変減衰器２７及び帰還回
路内での直交復調に用いられるローカル信号の位相を調整するための可変移相器２９にセ
ットされる。従って、カーテシアンループが開のときと閉のときの送信電力の差を小さく
できるので、カーテシアンループを開の状態から閉の状態にしたときの送信電力の過渡応
答時間が効果的に短縮される。
【００８２】
　（第２の実施形態）　
　第１の実施形態では、デジタルフィードバックによるキャリブレーションモード時の振
幅調整及び位相調整の手法では、コントローラ４０を介してフィードバック制御が行われ
る。しかし、キャリブレーションモードにおいてコントローラ４０を介さずに、アナログ
処理のみで送信モードで必要な振幅制御信号及び位相制御信号を生成することも可能であ
る。ただし、アナログ処理で得られる制御信号はアナログ信号であるので、後の送信モー
ドのためにアナログの制御信号をコントローラ４０に取り込み、ＡＤＣ４３によりデジタ
ル値に変換してメモリ４４に格納する必要がある。
【００８３】
　以下、本発明の第２の実施形態としてアナログフィードバックにより振幅制御信号及び
位相制御信号を生成する手法について図１３を用いて説明する。図１３は、図１と共通の
一部と、新たに加えられた制御信号フィードバックループ内のスイッチ５１，５２を示し
ている。キャリブレーションモードにおいて、振幅制御信号ＶA及び位相制御信号Ｖθは
以下のようにして生成される。
【００８４】
　まず、アナログフィードバックにより振幅制御信号ＶAを生成する手法について説明す
る。カーテシアンループの帰還回路内のスイッチ３４はオフとなっており、かつ電力増幅
器２３の出力端子またはアイソレータ３７の出力端子は終端され、カーテシアンループの
帰還パス内の可変減衰器２７には、電力増幅器２３の出力の送信ＲＦ信号から分岐された
一部の微小な電力が帰還ＲＦ信号として入力されている。また、カーテシアンループの帰
還回路の電源はすでに投入されているとする。帰還ＲＦ信号の振幅調整時には、スイッチ
５１はオン、スイッチ５２はオフとされる。スイッチ５２のオフ時には、可変移相器２９
には所定の基準制御信号が印加されているとする。
【００８５】
　振幅差検出器３５及び位相比較器３６では、第１の実施形態と同様に入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ
，Ｑ及び帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱに対して式（１）の処理がアナログ処理によって行わ
れる。これにより、アナログの振幅差検出信号ＶDA（もしくはＶDAの定数倍の信号）が可
変減衰器２７に振幅制御信号ＶA（これを振幅キャリブレーション制御信号という）とし
て入力される。すなわち、可変減衰器２７～低雑音増幅器２８～直交復調器３０～振幅差
検出器３５の帰還ループにより、ＶAの安定点がＦＩ＝Ｉ，ＦＱ＝Ｑの点に近似できるこ
とになる。
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【００８６】
　例えば、可変減衰器２７の入力端子ＲＸINの信号振幅が大きく、（ＦＩ，ＦＱ）のベク
トルの振幅ｍＭが（Ｉ，Ｑ）のベクトルの振幅Ｍに比べ十分大きいとすると、式（１）よ
りＶDAは正の大きな値となり、このＶDAが可変減衰器２７への振幅制御信号ＶAに帰還さ
れる。ここで、可変減衰器２７の特性として振幅制御信号ＶAが大きいほど減衰量が大き
くなるように設計されているとする。振幅調整器ＶAとして大きなＶDAが入力されるので
、可変減衰器２７の減衰量は大きくなる。これにより振幅ｍＭは小さくなり、振幅Ｍとほ
ぼ等しい値で収束する。収束した振幅ｍＭの値は、コントローラ４０内でＡＤＣ４３を介
してデジタル値として取り込まれ、メモリ４４に格納される。この後、スイッチ５１がオ
フとされると共に、コントローラ４０から可変減衰器２７に振幅制御信号ＶAが入力され
る。これについては後で述べる。
【００８７】
　次に、同様にアナログフィードバックにより位相制御信号Ｖθを生成する手法について
説明する。位相調整時には、スイッチ５１はオフ、スイッチ５２はオンとされる。スイッ
チ５２のオンにより、可変移相器２９～直交復調器３０～位相差調整器３６からなる位相
制御ループが形成される。
【００８８】
　この位相制御ループにおいて、式（４）により（ＦＩ，ＦＱ）のベクトルと（Ｉ，Ｑ）
のベクトルとの位相差θが検出される。（ＦＩ，ＦＱ）のベクトルと（Ｉ，Ｑ）のベクト
ルが同相あるいは逆相であればsinθ＝０を満足するので、その点で収束する。ただし、
θが０°であるかπであるかが区別できないため、その区別は式（５）中のcosθの値で
行われる。cosθが正であれば０°すなわち同相と判定され、負であればπすなわち逆相
と判定される。こうして得られるＶθの値とcosθの値はコントローラ４０内でＡＤＣ４
３を介して取り込まれ、メモリ４４に格納される。
【００８９】
　カーテシアンループを閉じるときは、スイッチ３４がオンとされると共に、cosθの極
性に応じてスイッチ３４で接続の極性が選択される。一方、位相制御信号Ｖθに関しては
、スイッチ５２がオフとされた後、ＡＤＣ４３で検出される電圧と同じ電圧が制御信号生
成器４１及びＤＡＣ４２を介して位相制御信号Ｖθとして生成される。
【００９０】
　こうしてメモリ４４に格納された振幅制御信号ＶA及び位相制御信号Ｖθの値は、送信
モードにおいて用いられる。また、メモリ４４に格納された振幅制御信号ＶAはキャリブ
レーション時に位相制御信号Ｖθを調整するときにも用いられる。
【００９１】
　ここで、コントローラ４０について述べる。図１３に示すように、コントローラ４０の
ＤＡＣ４２がスイッチ５３，５４を介して可変減衰器２７及び可変移相器２９に接続され
ており、ＡＤＣ４３がスイッチ５１，５２を介して振幅差検出器３５及び位相比較器３６
に接続されている。スイッチ５１をオンとすることで、振幅制御信号ＶAがコントローラ
４０のＡＤＣ４３を介してメモリ４４に取り込まれ、スイッチ５２をオンとすることで、
位相制御信号ＶθがＡＤＣ４３を介してメモリ４４に取り込まれる。また、送信モード開
始時に、スイッチ５３をオンとすることで振幅制御信号ＶAが可変減衰器２７にロードさ
れ、スイッチ５４をオンとすることで、位相制御信号ＶθがＤＡＣ４３を介して可変移相
器２９にロードされる。
【００９２】
　次に、第１及び第２の実施形態におけるカーテシアンループ内の各構成要素の具体例に
ついて説明する。　
　（可変減衰器の具体例）　
　図１４は、可変減衰器の具体例を示している。図１４において破線で囲まれたブロック
はダミー減衰器であり、ＡＴＴで示されるブロックはダミー減衰器と同一回路の減衰器で
ある。ダミー減衰器は、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ１－Ｍ５及び抵抗Ｒ１，Ｒ２を含む可変減衰器
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である。減衰器ＡＴＴは、ダミー減衰器と同一構成であるため、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ１－Ｍ
５及び抵抗Ｒ１，Ｒ２が存在するものとして説明する。
【００９３】
　ＭＯＳＦＥＴ Ｍ１，Ｍ２，Ｍ３は信号をグランドＧＮＤにシャントするパスを形成し
、グランドＧＮＤへ流れる信号の量を制御する。一方、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ４，Ｍ５はスル
ーパスを形成し、次段の回路に伝える信号の量を制御する。抵抗Ｒ１はＭ４，Ｍ５のゲー
ト端子に直流成分を伝えるために用いられる。
【００９４】
　演算増幅器ＯＰ１の＋入力端子には抵抗ＲBとＲTの一端が接続され、ＲBの他端は電源
ＶDDに接続され、ＲTの他端はグランドＧＮＤに接続される。もう一つの抵抗ＲBの一端は
ＶDDに接続され、他端はダミー減衰器のＭＯＳＦＥＴ Ｍ５のドレイン端子に接続される
。もう一つの抵抗Ｒの一端はＧＮＤに接続され、他端はダミー減衰器のＭＯＳＦＥＴ Ｍ
４のソース端子に接続される。ダミー減衰器の二つの抵抗Ｒ1の共通端子は演算増幅器Ｏ
Ｐ１の出力端子、及び減衰器ＡＴＴの抵抗Ｒ1の共通端子に接続される。利得制御信号ＶC
1は、ダミー減衰器及び減衰器ＡＴＴ内のＭＯＳＦＥＴ Ｍ１，Ｍ２，Ｍ３のゲート端子に
与えられる。
【００９５】
　図１４の構成によると、利得制御信号ＶC1と減衰器ＡＴＴの利得（＝OUT/IN）はｄＢ直
線性（linear-in-dB）の特性を示すことが文献H. Dogan, et. al., “A DC-10GHz Linear
-in-dB Attenuator in 0.13um CMOS Technology,” IEEE 2004 CICC, pp.609-612.に記載
されている。
【００９６】
　（しきい値ばらつき補償インタフェース）　
　図１４の可変減衰器では、ＭＯＳＦＥＴ のプロセスばらつきによるしきい値ばらつき(
Ｖth fluctuation）が生じると、利得制御信号ＶC1が一定でもＭＯＳＦＥＴの抵抗が変化
してしまう。ＭＯＳＦＥＴの出力抵抗は、ゲート－ソース間電圧ＶGSからしきい値電圧Ｖ
thを引いた値に依存するからである。また、後述する可変移相器においてもＭＯＳＦＥＴ
 のしきい値ばらつきが問題となる場合がある。
【００９７】
　図１５は、このようなＭＯＳＦＥＴ のしきい値ばらつきを補償する回路の例を示して
いる。図１５のしきい値ばらつき補償回路は、例えば図１３における可変減衰器２７の振
幅制御信号ＶAの入力側及び図１３における可変移相器２９の位相制御信号Ｖθの入力側
のいずれか一方または両方にインタフェースとして挿入される。
【００９８】
　図１５の回路は、基本的には基準電流Ｉrefと基準抵抗Ｒrefにより発生される基準電圧
Ｉref×Ｒrefと制御電流Ｉcnt（Ｉcnt1，Ｉcnt2）を用いてＭＯＳＦＥＴ Ｍ１のしきい値
ばらつきを補償するように構成される。ここで、制御電流Ｉcntは振幅制御信号ＶAまたは
位相制御信号Ｖθを電流信号で表している。
【００９９】
　スイッチＳＷA1がオン、スイッチＳＷA2がオフの場合、２系統用意されている制御電流
Ｉcnt1，Ｉcnt2のうち、Ｉcnt1のみがスイッチＳＷA1を介してＭＯＳＦＥＴ Ｍ１に流れ
る。基準電圧Ｉref×Ｒrefは演算増幅器ＯＰ１の非反転入力端子に与えられ、ＯＰ１の出
力端子はＭＯＳＦＥＴ Ｍ１のゲート端子に接続され、Ｍ１のドレイン端子はＯＰ１の反
転入力端子に接続される。このような帰還系の働きにより、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ１のドレイ
ン電圧は基準電圧Ｉref×Ｒrefと等しくなるように制御される。従って、ＭＯＳＦＥＴ 
Ｍ１のしきい値電圧Ｖthが大きくなったならば、自動的にＭ１のゲート－ソース間電圧Ｖ
GSはＶthの増加分だけ大きくなり、しきい値ばらつきは補償される。
【０１００】
　次に、２つのスイッチＳＷA1，ＳＷA2と２つの制御電流Ｉcnt1，Ｉcnt2を用いる理由に
ついて述べる。図１３に示した第２の実施形態によると、キャリブレーションモード及び
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位相調整モードでは、振幅差検出器３５からの振幅差検出信号ＶDAが振幅制御信号ＶAと
して可変減衰器２７に与えられ、またキャリブレーションモードでは位相比較器３６から
の複合位相差検出信号ＶDθが位相制御信号Ｖθとして可変移相器２９に与えられる。一
方、送信モードではコントローラ４０からメモリ４４に記憶されているデジタル値がＤＡ
Ｃ４２を介して振幅制御信号ＶA及び位相制御信号Ｖθが出力され、可変減衰器２７及び
可変移相器２９に与えられる。
【０１０１】
　このように特に図１３に示した第２の実施形態の場合、可変減衰器２７及び可変移相器
２９への制御信号パスは、キャリブレーションモードと送信モードとで異なる。図１５の
しきい値ばらつきインタフェースを用いると、可変減衰器２７及び可変移相器２９に対し
てそれぞれ２系統の制御信号パスを形成できる。
【０１０２】
　図１３では、スイッチ５１及び５２が設けられているが、これらは例えば図１５のスイ
ッチＳＷA1によって代用できる。一方、図１５のＳＷA2のオン／オフは、例えば可変減衰
器２７及び可変移相器２９へのコントローラ４０からの振幅制御信号ＶA及び位相制御信
号Ｖθの伝達をオン／オフすることに対応する。
【０１０３】
　従って、キャリブレーションモードではＳＷA1をオン、ＳＷA2をオフとすることにより
、可変減衰器２７には振幅差検出器３５からの振幅差検出信号ＶDAが振幅制御信号ＶAと
して与えられ、可変移相器２９には位相比較器３６からの複合位相差検出信号ＶDθが位
相制御信号Ｖθとして与えられることになる。一方、送信モードでは逆にＳＷA1をオフ、
ＳＷA2をオンとすることにより、可変減衰器２７にはコントローラ４０からの振幅制御信
号ＶAが与えられ、可変移相器２９にはコントローラ４０からの位相制御信号Ｖθが与え
られることになる。
【０１０４】
　（直交復調器のためのローカル信号供給経路）　
　図１及び図１３に示したように、直交復調器３０のミキサ３１，３２には、ローカル発
振器２０からのローカル信号が可変移相器２９及び９０°移相器３３を介して供給される
。図１６は、直交復調器３０のためのローカル信号供給経路であり、可変移相器２９及び
９０°移相器３３に相当する部分を詳しく示している。
【０１０５】
　図１６において、ローカル発振器２０からのローカル信号ＬＯは、カスケード接続され
た移相器ＰＳ１，ＰＳ２に入力される。移相器ＰＳ１，ＰＳ２の移相量は、位相制御信号
ＶPSCによって変化する。位相制御信号ＶPSCと図１の位相制御信号Ｖθの関係は後述する
。移相器ＰＳ１，ＰＳ２から出力されるローカル信号は、バッファ回路ＣＫＢＵＦを介し
てフリップフロップＦＦに入力される。
【０１０６】
　フリップフロップＦＦでは、入力されたローカル信号が２分周され、９０°の位相差を
持つ２つのローカル信号が生成される。フリップフロップＦＦから出力される２つのロー
カル信号は、Ｉ用ローカルバッファＩＣＫＢＵＦ及びＱ用ローカルバッファＱＣＫＢＵＦ
をそれぞれ介して直交復調器３０内のミキサ３１，３２に供給される。フリップフロップ
ＦＦの出力では、ＬＯ信号の周波数は１／２倍となるので、ローカル発振器２０では直交
復調器３０で必要なローカル信号の周波数の２倍の周波数のローカル信号を発生する必要
がある。一方、フリップフロップＦＦの代わりに、例えば微分器と積分器を用いたＲＣ－
ＣＲによる９０°移相器を用いてもよく、この場合は９０°移相器の入出力のローカル信
号の周波数は等しくてよい。
【０１０７】
　移相器ＰＳ１，ＰＳ２には、極性切替信号Ｐｍθが入力されており、このＰｍθにより
入力されるローカル信号の極性、すなわち位相を１８０°変えることが可能である。上述
したように移相器ＰＳ１，ＰＳ２の後段の９０°移相器として、２分周を行うフリップフ
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ロップＦＦを用いることを想定すると、Ｐｍθによるローカル信号の１８０°の位相変化
によって、ミキサ３１，３２に供給されるローカル信号の位相を９０°変えることができ
る。このようなＰｍθによるローカル信号の位相調整は、例えばプロセスの誤差により移
相器ＰＳ１，ＰＳ２の可変範囲が減少したときに有効である。
【０１０８】
　（移相器の具体例その１）　
　図１７は、図１６中の移相器ＰＳ１，ＰＳ２の具体的な回路例を示している。図１７の
移相器は、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ１～Ｍ５とキャパシタＣ１～Ｃ４を有し、入力端子＋ＶIN，
－ＶINに入力される差動信号を位相シフトして出力端子＋ＶOUT，－ＶOUTから出力する。
Ｃ１，Ｍ３，Ｃ２，Ｃ３，Ｍ４，Ｃ４によって移相回路が形成される。電流源Ｉ１が共通
ソース端子に接続されたＭ１，Ｍ２の差動ペアと、Ｍ１，Ｍ２のドレイン端子に接続され
るＭ５，Ｍ６，Ｒ１，Ｒ２からなる同相レベル設定回路によって、移相回路のための駆動
回路が形成される。
【０１０９】
　ＭＯＳＦＥＴ Ｍ３とＭ４は、位相制御信号ＶPSCにより抵抗値が変化する可変抵抗とし
て動作する。可変抵抗では減衰器と同様にＭＯＳＦＥＴ の線形領域が使用されるように
するため、Ｍ３とＭ４ではドレイン－ソース間電圧ＶDS、ゲート－ソース間電圧ＶGS及び
しきい値電圧ＶthがＶDS＜ＶGS－Ｖthの間系を満足するように設定される。位相制御信号
ＶPSCによる制御範囲を広くするためには、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ４のドレイン端子及びＭ３の
ソース端子の電位は電源電位またはＧＮＤ電位の近傍であることが望ましい。このために
キャパシタＣ３によってＭ４のドレイン端子の直流電位がブロックされ、キャパシタＣ２
によってＭ３のソース端子の直流電位がブロックされる。
【０１１０】
　一方、キャパシタＣ４はＭＯＳＦＥＴ Ｍ４による抵抗と共にＣＲ回路を形成し、キャ
パシタＣ１はＭＯＳＦＥＴ Ｍ３と共にＣＲ回路を形成する。これら２つのＣＲ回路によ
ってＣＲブリッジ回路が形成される。従って、位相制御信号ＶPSCによりＭ４，Ｍ３の抵
抗値が変化すると、ローカル信号の位相が変化する。
【０１１１】
　本移相器の動作を説明するために、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ３，Ｍ４の抵抗が大きい場合と小
さい場合とで出力の位相がどのように変化するかを以下に示す。Ｍ３，Ｍ４の抵抗が大き
い場合、すなわちＶPSCがＶth付近の場合、Ｍ４の抵抗が大きいことにより、端子＋ＶOUT
にはＣ４を介してＭ２のドレインの信号が伝達される。また、Ｍ３の抵抗が大きいことに
より、端子－ＶOUTにはＭ１のドレインの信号が伝達される。
【０１１２】
　一方、Ｍ３，Ｍ４の抵抗が小さい場合、すなわちＶPSCがＶDD付近となった場合、Ｍ４
の抵抗が小さいことにより、端子＋ＶOUTにはＭ１のドレインの信号がＣ３を介して伝達
される。また、Ｍ３の抵抗が小さいことにより、端子－ＶOUTにはＣ２を介してＭ２のド
レインの信号が伝達される。このようにＭ３，Ｍ４の抵抗を可変にすることにより端子＋
ＶOUT，－ＶOUTからの出力信号の位相は最大で１８０°変化する。
【０１１３】
　キャパシタＣ１，Ｃ４の値をＣとし、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ３，Ｍ４の抵抗値（オン抵抗）
をＲONとすると、ＣＲブリッジ回路による移相特性は以下の式で表される。
【数８】

【０１１４】
　ここで、θはＭ２とＭ１のドレイン端子間電圧と出力端子＋ＶOUT，－ＶOUT間電圧との
位相差を表す。Ｍ３，Ｍ４は線形領域で動作するので、比例定数をＡとすると、図１６で
説明したようにＲON＝Ａ／（ＶPSC－Ｖth）と近似できる。従って、式（８）は以下のよ
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うに変形できる。
【数９】

【０１１５】
　ＶPSCがＶthより小さいとＭＯＳＦＥＴが完全にオフ状態となるので、ＶPSCにより位相
θが制御できなくなる。これを避けるために図１５に示したしきい値補償回路を図１４に
示した減衰器ＡＴＴに対してと同様に適用すればよい。すなわち、制御電流Ｉcnt1，Ｉcn
t2が０より大きくなると、Ｍ１には電流を流すためにＯＰ１の出力、すなわちＭ１のゲー
ト電位はＶthより大きい値に自動的に設定される。なお、ここで振幅制御信号や位相制御
信号を電圧や電流で規定しているが、それらの変換はＶ＝ＩＲの式に応じて変換できる。
例えば、ここでは制御電流Ｉcnt1，Ｉcnt2が位相制御信号Ｖθと等価である。
【０１１６】
　（移相器の具体例その２）　
　図１８は、図１７の移相器に対して図１６中の移相器ＰＳ１が備える極性反転機能を追
加した回路図である。図１８の移相器では、図１７中に示したＭＯＳＦＥＴ Ｍ１，Ｍ２
の第１差動ペアに加えて、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ７，Ｍ８の第２差動ペアが追加される。第１
差動ペアに電流源Ｉ１から供給されるテール電流は、極性切替信号ｐｍθによってスイッ
チされ、第２差動ペアに電流源Ｉ２から供給されるテール電流は、反転された極性切替信
号ｐｍθ／によってスイッチされる。
【０１１７】
　極性切替信号ｐｍθ，ｐｍθ／によりＭ１，Ｍ２の第１差動ペアが動作するか、Ｍ７，
Ｍ８の第２差動ペアが動作するかが決定される。図１８に示されるように、Ｍ１とＭ７の
ゲート端子は＋ＶINに共通に接続され、Ｍ２とＭ８のゲート端子は－ＶINに共通に接続さ
れているが、出力であるドレイン端子はＭ１とＭ８、Ｍ２とＭ７が共通に接続される。す
なわち、第１差動ペアと第２差動ペアとでは、出力であるドレイン端子の接続は逆の関係
にある。従って、極性切替信号ｐｍθ，ｐｍθ／によって第１差動ペアと第２差動ペアを
選択的に動作させることにより、移相器の出力信号の極性を反転することができる。
【０１１８】
　（振幅／位相検出回路）　
　次に、図１及び図１３中の振幅差検出器３５及び位相比較器３６の具体例について説明
する。振幅差検出器３５及び位相比較器３６をアナログ回路により実現する場合、例えば
図１９に示すような振幅／位相検出回路を用いることができる。図１９は、振幅または位
相の検出対象の入力Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄを受けて検出出力ＯＵＴを得る回路である。
【０１１９】
　振幅差検出は、例えば前述したように式（１）に従って行われる。式（１）中の（ＦＩ
2＋ＦＱ2）は入力Ａ，ＣをＦＩとし、Ｂ，ＤにＦＱを入力したときの出力ＯＵＴ（ＯＵＴ
１とする）を表す。同様に、式（１）中の（Ｉ2＋Ｑ2）は入力Ａ，ＣをＩとし、Ｂ，Ｄに
Ｑを入力したときの出力ＯＵＴ（ＯＵＴ２とする）を表す。ＯＵＴ１－ＯＵＴ２に相当す
る差分を検出することにより、式（１）に従う振幅差検出信号ＶDAをアナログ回路で得る
ことができる。
【０１２０】
　図２０は、上記ＯＵＴ１－ＯＵＴ２を検出する差分検出回路の一例を示している。ＯＵ
Ｔ１は入力ＩＮ１として与えられ、ＯＵＴ２は入力ＩＮ２として与えられる。図２０の差
分検出回路は、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ３，Ｍ４の差動ペアと共通電流源Ｉ１からなる第１差動
増幅器と、ＭＯＳＦＥＴ Ｍ５，Ｍ６の差動ペアと共通電流源Ｉ２からなる第２差動増幅
器、及び第１と第２差動増幅器に共通に設けられたＭＯＳＦＥＴ Ｍ１，Ｍ２、及び抵抗
Ｒ１，Ｒ２による負荷回路を有する。第１差動増幅器の入力はＩＮ１であり、第２差動増
幅器の入力はＩＮ２である。
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【０１２１】
　第１差動増幅器と第２差動増幅器の出力は、共通の負荷回路に対して極性を反対にして
接続される。図２０の差分検出回路によって、出力ＯＵＴにＩＮ１－ＩＮ２、すなわちＯ
ＵＴ１－ＯＵＴ２に対応する信号が得られる。従って、図１９の回路に図２０の回路を組
み合わせることにより、振幅差検出器３５を実現することができる。
【０１２２】
　位相差検出信号ＰＨＳ及び符号検出信号ＰＬは、例えば前述したように式（４）及び（
５）を用いて算出されるので、図１９の回路により実現できる。すなわち、入力ＡにＩ、
入力ＣにＦＩ、入力ＢにＱ、入力ＤにＦＱをそれぞれ入力すると、式（４）の計算を実現
できる。また、入力ＡにＩ、入力ＣにＦＱ、入力ＢにＱ、入力ＤにＦＩをそれぞれ入力す
ると、式（５）の計算を実現できる。
【０１２３】
　アナログ回路で帰還を施して必要な振幅制御信号ＶAや位相制御信号Ｖθを求めるには
、電圧信号のまま帰還をかけることも可能であるが、電圧信号を一度電流に変換してから
帰還をかけてもよい。電圧信号を電流信号に変えてから帰還をかける場合、図１５に示し
たしきい値ばらつき補償回路を用いることが望ましい。
【０１２４】
　（極性反転スイッチ及びベースバンド増幅器）　
　図２１は、図１及び図１３に示したスイッチ３４とベースバンド増幅器１５の具体的な
回路例を示している。図２１では、スイッチ３４は二つのブロック３４－１と３４－２に
分けて示されている。ここで、ＶINは入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑを表し、帰還信号ＶFは帰還
Ｉ／ＱＦＩ，ＦＱに相当する。スイッチＡまたはスイッチＢのいずれか一方をオンとし、
他方をオフとすることにより帰還Ｉ／Ｑ信号（ＶF）は極性が変更されて取り込まれる。
一方、入力Ｉ／Ｑ信号ＶINについては極性を切り替える必要がないので、そのまま取り込
まれる。利得は－Ｒ２／Ｒ１で与えられる。
【０１２５】
　ベースバンド増幅器１５は、カーテシアンループを開としたキャリブレーションモード
とカーテシアンループを閉としたときとで利得を変えるように構成される。ベースバンド
増幅器１５は、カスケード接続された２段の演算増幅器ＯＰ１，ＯＰ２、及びＯＰ１とＯ
Ｐ２の間に挿入された利得切替回路３８－１，３８－２を有する。帰還抵抗を含めた２段
目の演算増幅器ＯＰ２の利得は、－Ｒ５／Ｒ３または－Ｒ５／Ｒ４で表される。利得切替
回路３８－１，３８－２は、この例では二つの抵抗Ｒ３，Ｒ４をスイッチＣにより切り替
えることで利得を２段階にわたって切り替えることができる。
【０１２６】
　例えば、Ｒ３＝１０×Ｒ４＝Ｒ５とし、キャリブレーションモードではＲ３を選択し、
送信モードではＲ４を選択することを考える。キャリブレーションモードでは、ベースバ
ンド増幅器１５は利得－Ｒ５／Ｒ３＝－１の増幅器として働く。この状態でループ利得が
１となるように帰還Ｖ－ＡＴＴが設定される。キャリブレーションモードから送信モード
に移ると、抵抗Ｒ３からＲ４に切り替えられるので、利得は－Ｒ５／Ｒ４＝－１０となり
、キャリブレーションモード時より２０ｄＢ増加する。すなわち、送信モードではループ
利得は２０ｄＢとなるので、線形性を高めることができる。
【０１２７】
　図２１中の利得切替回路３８－１，３８－２ではスイッチＣにより抵抗Ｒ３とＲ４を選
択するため、利得切り替え時には過渡応答が生じる。無線仕様により過渡応答の時間に制
限がある場合は、利得を急峻に変化させるのではなく連続的に変化させることが望まれる
。
【０１２８】
　図２２中のベースバンド増幅器１５では、図２１中の利得切替回路３８－１，３８－２
がＭＯＳＦＥＴ Ｍ１とＭ２による可変抵抗回路３９に置き換えられている。Ｍ１，Ｍ２
のゲート端子にコントローラ４０から利得設定信号に相当する利得制御電圧ＶCNTが与え
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により、ベースバンド増幅器１５の利得は連続的に変化する。キャリブレーションモード
ではＭ１，Ｍ２の抵抗値をＲ５と同じ値にしておく。キャリブレーションモードから送信
モードへの遷移時には、Ｍ１，Ｍ２の抵抗値がＲ５からＲ５／１０程度までに緩やかに遷
移するように利得制御電圧ＶCNTを設定する。これによりベースバンド増幅器１５の急峻
な利得変化がなくなるので、利得が所定の値に収束する時間が短縮される場合がある。
【０１２９】
　（Ｉ／Ｑインバランス補償）　
　直交変調器や直交復調器をアナログ回路で実現した場合、アナログ回路の不完全性によ
り、Ｉ成分（同相成分）とＱ成分（直交成分）との間の振幅誤差や位相誤差が生じる。こ
のようなＩ－Ｑ成分間の振幅や位相の誤差は、一般にＩ／Ｑインバランスと呼ばれる。カ
ーテシアンループは、以下のようにＩ／Ｑインバランスの補償にも適用できる。
【０１３０】
　これまでの実施形態では、送信部で生ずる歪をカーテシアンループの帰還回路の線形性
を利用して補償する例について述べてきた。同様にして、帰還回路内の直交復調器３０の
Ｉ／Ｑインバランスが小さければ、カーテシアンループを用いて送信系の直交変調器１６
のＩ／Ｑインバランスも補償できる。
【０１３１】
　具体的には、従来から無線受信装置で行われている直交復調器のＩ／Ｑインバランス補
償技術をカーテシアンループ内の直交復調器３０に適用する。例えば、Ｉ／Ｑインバラン
スのうち振幅誤差の補償を行うためには、図２１の帰還信号ＶFを入力とする抵抗Ｒ１の
値を必要に応じて調整すればよい。また、ローカル信号のための９０°移相器３３の移相
誤差に起因するＩ／Ｑインバランスが生じる場合は、９０°移相器３３から出力される二
つのローカル信号の位相差が９０°となるように調整を行う。この位相差の調整は、例え
ば図１７の移相器を用いて行ってもよい。このようにカーテシアンループの帰還回路内の
直交復調器３０にＩ／Ｑインバランス補償を適用することにより、カーテシアンループに
よって送信部系の誤差を補正することが可能である。
【０１３２】
　（位相比較器３６について）　
　次に、位相比較器３６についてさらに詳しく説明する。位相比較器３６は、複合位相差
検出信号ＶDθを出力する。前述したように、複合位相差検出信号ＶDθは規格化位相差信
号ＣＰＨＳと符号検出信号ＰＬを含む。図２３は、位相比較器３６のうちの規格化位相差
信号ＣＰＨＳを生成する部分について示している。
【０１３３】
　図２３において、位相差検出器５１では式（４）に従って入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑと帰還
Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱとの位相差θが検出され、位相差検出信号ＰＨＳが生成される。位
相差検出器５１は、例えば図１９に示した振幅／位相検出回路によって実現される。
【０１３４】
　図１３に示すアナログフィードバックにより振幅制御信号及び位相制御信号を生成する
手法を用いる場合は、式（４）で示した位相差検出信号ＰＨＳは位相と振幅の関数である
ため、正常に制御がかからない。そこで、図２３に示すように位相差検出器５１の後段に
振幅規格化器５２を接続し、振幅規格化器５２によって位相差検出信号ＰＨＳの振幅を規
格化した規格化位相差信号ＣＰＨＳを移相器２９に入力する。
【０１３５】
　位相差検出信号ＰＨＳを振幅で規格化するためには、式（４）から分かるように位相差
検出信号ＰＨＳを下記の式（１０）の値で除算（言い替えれば、位相差検出信号ＰＨＳに
式（１０）の逆数を乗算）すればよい。
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【数１０】

【０１３６】
　式（１０）は、帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱのベクトルの大きさを表す。ここでは、位相
差検出信号ＰＨＳを帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ，ＦＱのベクトルの大きさの２乗で除することに
より規格化を行う例を示したが、位相差検出信号ＰＨＳを入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑのベクト
ルの大きさの２乗で除することにより規格化を行ってもよい。以下、帰還Ｉ／Ｑ信号ＦＩ
，ＦＱのベクトルの大きさの２乗、または入力Ｉ／Ｑ信号Ｉ，Ｑのベクトルの大きさの２
乗をＩ／ＱＩ／Ｑ信号振幅と呼び、A2(t)で表すものとする。
【０１３７】
　しかし、この振幅規格化の手法では式（１０）に示されるようなＩ／Ｑ信号振幅が０に
近い場合、アナログ乗算器により無限大に近い増幅度で位相差検出信号ＰＨＳを増幅しな
ければならず、現実的な回路で振幅規格化器５２を実現することは困難である。
【０１３８】
　以下、このような困難を克服する振幅規格化器５２の構成について、図２４～図２９を
用いて説明する。図２４、図２６～図２９は、振幅規格化器５２の種々の例を入出力信号
及び中間処理信号の波形例と共に示している。
【０１３９】
　（振幅規格化器５２の第１の例）　
　図２４の振幅規格化器５２は、除算器５３、比較器５４及びサンプルホールド回路５５
から構成され、比較器５４からの比較結果信号に従って、除算器５３及びサンプルホール
ド回路５５により位相差検出信号ＰＨＳから規格化位相差信号ＣＰＨＳが生成される。
【０１４０】
　除算器５３は、ある利得以下の領域では位相差検出信号ＰＨＳの振幅を規格化できるが
、有限の利得までしか増幅できない。このため、式（１０）に示されるようなＩ／Ｑ信号
振幅A2(t)の値が０付近の時は、除算器５３の出力信号は図２４中に示すように値が発散
してしまう。従って、除算器５３のみでは正常に規格化を行うことができない。そこで、
図２４の例では除算器５３の出力信号は、サンプルホールド回路５５により以下のように
サンプルホールドされる。
【０１４１】
　サンプルホールド回路５５は、比較器５４によって制御される。比較器５４は、基準値
入力端子とＩ／Ｑ信号振幅入力端子を有し、基準値（基準電圧）VREFに対してＩ／Ｑ信号
振幅A2(t)の方が大きい場合には比較結果信号としてＨＩＧＨを出力し、そうでない場合
には比較結果信号としてＬＯＷを出力する。
【０１４２】
　サンプルホールド回路５５は、比較器５４からの比較結果信号がＨＩＧＨの期間では除
算器５３から出力される除算信号、すなわち位相差検出信号ＰＨＳの現在の値に対応する
除算信号をそのまま規格化位相差信号ＣＰＨＳとして出力する。このように比較器５４か
らの比較結果信号がＨＩＧＨの期間では、サンプルホールド回路５５はサンプルホールド
動作を行わず、除算器５２から出力される除算信号をトラッキングして規格化位相差信号
ＣＰＨＳを出力する。
【０１４３】
　比較器５５からの比較結果信号がＬＯＷになると、サンプルホールド回路５５はサンプ
ルホールド動作を行う。すなわち、サンプルホールド回路５５は比較結果信号がＬＯＷに
なる直前のタイミングで除算器５３からの除算信号をサンプルして以降ＬＯＷの間ホール
ドし、そのサンプルホールドした除算信号を規格化位相差信号ＣＰＨＳとして出力し続け
る。ここで、基準値VREFは例えば除算器５３が正常に規格化を行うことが可能なＩ／Ｑ信
号振幅以上の値に設定される。
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【０１４４】
　このような構成を取ることにより、現実的なアナログ回路によって振幅規格化器５３を
実現することが可能となる。
【０１４５】
　次に、図２３中の除算器５３の具体例を説明する。図２５は、除算器５３の具体例を示
す回路図である。位相差検出信号ＰＨＳは、差動電流信号Ｉ1＋ｂＩMsinθ及びＩ1－ｂＩ

Msinθで表される。ここでＩM＝Ｉ2＋Ｑ2＝ＦＩ2＋ＦＱ2、Ｉ1は直流電流、ｂは定数を表
す。一方、振幅差検出信号ＶDAは差動電流信号Ｉ2＋（１／２）ａＩＭ及びＩ2＋（１／２
）ａＩMで表される。ここで、Ｉ2は直流電流、ａは定数である。
【０１４６】
　振幅差検出信号ＶDAである差動電流信号Ｉ2＋（１／２）ａＩＭ及びＩ2＋（１／２）ａ
ＩMは、ＭＯＳＦＥＴ：Ｍ１－Ｍ４による第１カレントミラー、及びＭＯＳＦＥＴ：Ｍ５
－Ｍ６による第２カレントミラーによって受信され、ＭＯＳＦＥＴ：Ｍ７－Ｍ８による第
１差動対の共通ソース端子に電流信号ａＩMが流れる。
【０１４７】
　一方、位相差検出信号ＰＨＳである差動電流信号Ｉ1＋ｂＩMsinθ及びＩ1－ｂＩMsinθ
は、ＭＯＳＦＥＴ：Ｍ１４－Ｍ１３による第３カレントミラー、及びＭＯＳＦＥＴ：Ｍ１
６－Ｍ１５による第４カレントミラーによって受信され、ＭＯＳＦＥＴ：Ｍ９－Ｍ１０に
よる第２差動対の共通ソース端子、及びＭＯＳＦＥＴ：Ｍ１１－Ｍ１２による第３差動対
に共通ソース端子にそれぞれ入力される。ＭＯＳＦＥＴ：Ｍ７－Ｍ１２を弱反転領域で動
作させると、

【数１１】

【０１４８】
を満足する。図２５の除算器５３の出力信号であるＩ+とＩ-の差分は
【数１２】

【０１４９】
となり、ＩMの成分の影響のない信号が得られる。図２５の除算器５３の出力信号は電流
信号なので、図示しない抵抗のような電流－電圧変換器により電圧信号に変換された後、
サンプルホールド回路５５に入力される。
【０１５０】
　（振幅規格化器５２の第２の例）　
　図２６の振幅規格化器５２は除算器５３を使用せず、位相差検出信号ＰＨＳを直接サン
プルホールド回路５５に入力している点で図２４と異なっている。図２６の振幅規格化器
５２では、Ｉ／Ｑ信号振幅A2(t)が基準値VREFより大きい時のみ位相差検出信号ＰＨＳが
そのまま規格化位相差信号ＣＰＨＳとして出力されることによって振幅の規格化が行われ
る。このようにアナログ増幅器による除算器を必要としない簡単な構成で、位相差検出信
号ＰＨＳの振幅を規格化することができる。
【０１５１】
　（振幅規格化器５２の第３の例）　
　図２７の振幅規格化器５２では、Ｉ／Ｑ信号振幅A2(t)が２つの比較器５６及び５７に
入力され、２つの基準値VREF,low及びVREF,highと比較される。比較器５６及び比較器５
７からの比較結果信号は、排他的論理和回路５８に入力される。排他的論理和回路５８の
出力信号は、Ｉ／Ｑ信号振幅A2(t)が２つの基準値VREF,lowとVREF,highの間にある時にＨ
ＩＧＨを出力し、それ以外の場合にはＬＯＷを出力する。ただし、２つの基準値はVREF,l



(26) JP 5106442 B2 2012.12.26

10

20

30

40

50

ow＜VREF,highの関係を満たすものとする。排他的論理和回路５８の出力信号によって、
サンプルホールド回路５５が制御される。
【０１５２】
　すなわち、図２７の振幅規格化器５２は排他的論理和回路５８を介して入力される比較
器５６及び比較器５７からの比較結果信号に従って、（ａ）Ｉ／Ｑ信号振幅A2(t)が基準
値VREF,lowより大きくかつ基準値VREF,highより小さい場合には、位相差検出信号ＰＨＳ
の現在の値を規格化位相差信号ＣＰＨＳとして出力し、（ｂ）Ｉ／Ｑ信号振幅A2(t)が基
準値VREF,lowより小さいかまたは基準値VREF,highより大きい場合には、Ｉ／Ｑ信号振幅A
2(t)基準値VREF,lowより小さくなるかまたは基準値VREF,highより大きくなる直前でサン
プルホールド回路５５によりサンプルホールドされた位相差検出信号ＰＨＳの値を規格化
位相差信号ＣＰＨＳとして出力する。
【０１５３】
　このように図２７の振幅規格化器５２によると、アナログ増幅器による除算器を使うこ
となく、等価的に振幅が規格化された信号を生成することができる。
【０１５４】
　（振幅規格化器５２の第４の例）　
　図２８の振幅規格化器５２では、可変抵抗器６１及びキャパシタ６２を有する低域通過
フィルタ６０によって位相差検出信号ＰＨＳの振幅規格化を行い、規格化位相差信号ＣＰ
ＨＳを生成する。可変抵抗器６１は、例えばＮＭＯＳＦＥＴによって実現され、その場合
はゲート端子が可変抵抗器６１の制御端子として用いられる。可変抵抗器６１の制御端子
には、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が制御電圧として与えられる。可変抵抗器６１の抵抗値は、
制御電圧に対して単調に減少する。すなわち、可変抵抗器６１の抵抗値は、Ｉ／Ｑ信号振
幅Ａ2(t)が大きい時に低くなり、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が小さい時に高くなる。
【０１５５】
　位相差検出信号ＰＨＳは、低域通過フィルタ６０に入力される。このとき、可変抵抗器
６１の抵抗値が前述のようにＩ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)によって制御されることにより、低域
通過フィルタ６０の遮断周波数はＩ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が大きい時に高くなり、Ｉ／Ｑ信
号振幅Ａ2(t)が小さい時に低くなる。従って、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が大きい時には位相
差検出信号ＰＨＳの減衰量が減少し、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が小さい時には位相差検出信
号ＰＨＳの減衰量が増加する。
【０１５６】
　このように振幅規格化器５２の第４の例によれば、第２の例と同様に、Ｉ／Ｑ信号振幅
Ａ2(t)が大きい時のみ位相差検出信号ＰＨＳを出力することができ、これによって位相差
検出信号ＰＨＳの振幅規格化を行うことが可能となる。
【０１５７】
　なお、図２８に示した第４の例の振幅規格化器５２を位相キャリブレーションループの
ループフィルタとして使用することもできる。
【０１５８】
　（振幅規格化器５２の第５の例）　
　図２９に、振幅規格化器５２の第５の例を示す。図２９では、低域通過フィルタ６０に
２つの可変抵抗器６１Ａ及び６２Ｂが設けられる。可変抵抗器６１Ａは、図２８の可変抵
抗器６１と同様に例えばＮＭＯＳＦＥＴによって実現され、可変抵抗器６１Ｂは例えばＰ
ＭＯＳＦＥＴによって実現される。ここでは、分かりやすくするため可変抵抗器６１Ａ及
び６１ＢにそれぞれＮＭＯＳＦＥＴ及びＰＭＯＳＦＥＴを用いたが、これはあくまで一例
であり、他の構成の可変抵抗器を用いてもよい。
【０１５９】
　可変抵抗器６１Ａの抵抗値は、図２８の可変抵抗器６１と同様に、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(
t)が大きくなるに従って単調に減少する。すなわち、可変抵抗器６１Ａの抵抗値はＩ／Ｑ
信号振幅Ａ2(t)が大きい時に低くなり、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が小さい時に高くなる。一
方、可変抵抗器６１Ｂの抵抗値は、逆にＩ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が大きくなるに従って単調
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に増加する。すなわち、可変抵抗器６１Ｂの抵抗値はＩ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が大きい時に
高くなり、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が小さい時に低くなる。
【０１６０】
　このような可変抵抗器６１Ａ及び６１Ｂが直列に接続された複合可変抵抗器では、Ｉ／
Ｑ信号振幅Ａ2(t)が小さい時及び大きい時に抵抗値が高くなり、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が
中程度の時に、すなわちＩ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が基準値に近づくに従って抵抗値が低くな
る。複合可変抵抗器が上記の動作をするため、図２９の低域通過フィルタ６０はＩ／Ｑ信
号振幅Ａ2(t)が小さい時及び大きい時に遮断周波数が低くなり、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が
中程度の時に遮断周波数が高くなる。つまり、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が小さい時及び大き
い時には位相差検出信号ＰＨＳの減衰量が増加し、Ｉ／Ｑ信号振幅Ａ2(t)が中程度の時に
は位相差検出信号ＰＨＳの減衰量が減衰することによって、位相差検出信号ＰＨＳの振幅
規格化が行われ、規格化位相差信号ＣＰＨＳが生成される。
【０１６１】
　このように振幅規格化器５２の第５の例によれば、第３の例と同様に等価的に位相差検
出信号ＰＨＳを規格化することができる。
【０１６２】
　なお、第５の例の振幅規格化器５２を位相キャリブレーションループのループフィルタ
として使用することもできる。
【０１６３】
　上述した各実施形態では、図１に示すように、直交変調器１６と直交復調器３０は、ロ
ーカル発振器２０を共用しているが、必ずしも共用する必要はなく、２つのローカル発振
器（図示せず）を用いてもよい。
【０１６４】
　また、抵抗Ｒは、カーテシアンループが閉じた状態でアンテナ２５から信号が放射され
るのを防ぐために設けられている。従って、アンテナ２５から信号が放射されてもよいな
ど、場合によってはアンテナスイッチ２６、抵抗Ｒを設けなくともよい。
【０１６５】
　なお、本発明は上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要
旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示され
ている複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。例えば、実
施形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよい。さらに、異なる実
施形態にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【０１６６】
　１１，１２・・・送信ＲＦ信号入力端子
　１３，１４・・・合成器
　１５・・・ベースバンド増幅器
　１６・・・直交変調器
　２０・・・ローカル発振器
　２１・・・可変減衰器
　２２・・・ドライバ増幅器
　２３・・・電力増幅器
　２４・・・電力カップラ（分岐器）
　２５・・・アンテナ
　２６・・・アンテナスイッチ
　２７・・・可変減衰器（振幅調整器）
　２８・・・低雑音増幅器
　２９・・・可変移相器（位相調整器）
　３０・・・直交復調器
　３４・・・極性反転機能を有するスイッチ
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　３５・・・振幅差検出器
　３６・・・位相比較器
　３７・・・アイソレータ
　４０・・・コントローラ
　４１・・・制御信号生成器
　４２・・・デジタル－アナログ変換器
　４３・・・アナログ－デジタル変換器
　４４・・・メモリ
　４５・・・モード設定部
　４６・・・ループ利得設定部
　４７・・・送信電力設定部
　５１・・・位相差検出器
　５２・・・振幅規格化器
　５３・・・除算器
　５４・・・比較器
　５５・・・サンプルホールド回路
　５６・・・第１の比較器
　５７・・・第２の比較器
　５８・・・排他的論理和回路
　６０・・・低域通過フィルタ
　６１・・・可変抵抗器
　６１Ａ・・・第１の可変抵抗器
　６１Ｂ・・・第２の可変抵抗器
　６２・・・キャパシタ

【図１】 【図２】

【図３】
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